





















































































































































































































































































































































































































































































































































ある程度チェックできます。だけどね，On the Job Trainingの方はね，これ，それこそ横について
いってね，毎日毎日ついていれば，それならわからんでもないでしょうけどもね。そういうこと
は現実的に…難しい。」（訓練コーディネーター）
だが助成金である以上，きちんと訓練をやっているというアカウンタビリティは不可欠である。
この点を担保するのが訓練日誌などの「煩雑な」書類なのである。ただし，書類を記入しやすくす
るようなフォームの改善や，事務処理方法の改善――たとえば，紙ベースでなくデジタルデータの
送付でも済むようにするなど――の工夫は，今後も引き続き行われて然るべきである。
４－２　タイミングが合わないと使いづらい
次に，JCの雇用型訓練は「タイミングが合わないと使いづらい」という声も複数聞かれた。た
とえば，実践型訓練でOff-JTが４月から予定されている場合，秋に採用した「第二新卒者」をそれ
に参加させるわけにもいかない。早く戦力として活躍してもらいたいので，従来から社内で行って
いた研修で済ませよう，となる。また，上述したような書類作成に関わる煩雑さもあり，繁忙期に
は利用申請をする余裕すらない。こういった事情で，そこまでするのは大変だから…と利用を見送
るケースも少なくないと思われる。
ここで確認しておくべきことは，企業はJC制度があるから（その利用を前提として）従業員を
雇用するわけではない，という事実である。有期実習型の場合であれば，ちょうど正社員の中途採
用選考の真っ最中であったり，採用者がほぼ確定していたり，という「タイミング」が合った場合
に制度利用に至っている。つまり，人がほしい企業は，＜訓練計画の策定→機構によるJCの認定
→ハローワークに求人出し→求職者面接→有期実習型開始＞という，JC制度が想定した進め方を
しているのではなく，すでに新規正社員採用の目星がついていて，そこにJC制度を適用している。
だとすれば，JC制度がなくてもその人を雇っていたのではないか？という疑問が浮かぶ。この
問いに対しては，全ての企業がそうだと答えた。新卒者の入社時研修にJC訓練を利用した実践型
の場合は言うまでもないが，有期実習型を利用した諸企業でも同様なのである。少なくとも，限ら
れた人件費をやりくりしながら，将来の事業に必要な人材をなんとか育成していきたいと考えてい
る中小企業は，「とりあえず非正社員で雇って訓練してみて，よかったら正社員にしてみるか」と
いった消極的な姿勢でJCを利用しているわけではない。希望するような応募者がなかなか見つか
らない新規採用・中途採用の問題や，将来を嘱望していた若手・中堅社員の思いがけない退職とい
った事態を打開すべく，「長くウチで頑張ってくれる人」をできれば正社員として採用したいと考
えているのである。
したがって，非正社員としてのお試し雇用・訓練期間を経て正規雇用への移行を増加させる，と
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いうJC制度（とくに有期実習型）の想定は，そもそもこの制度を利用する（可能性のある）中小
企業の思惑とはすれ違っている。企業は，雇おうと決めてから訓練しようと思うのであり，訓練し
てよかったら雇おう，と思うのではない。
４－３　他の助成金のほうが使いやすい
３点目に，中小企業が従業員を雇用する際に利用できる他の助成金との比較，ということが挙げ
られる。単に「助成金がもらえる」という観点からの比較であれば，その手続きの煩雑さやお金を
受け取れるまでの期間（JCは遅い）という点で，魅力に欠ける。たとえば，トライアル雇用は助
成金の金額は少ないにせよ，JCよりもずっと簡単な申請で受けることができる。あるいは，雇用
調整助成金は翌月に入金される，というわけである。こうした声は今回の調査先からも実際に聞か
れた。同業者組合でOff-JTを共同実施したCA社とCB社に対する聴き取りでは，JC訓練への参加企
業が２年目以降50社程度に増えると見込んでいたが，30数社に留まったことについて，「他の助成
金との比較で参加を見送ったところもあるのではないか」という見方をしていた。
また，追跡の聴き取りでL社では，次のように語っている。
「企業側にとってみたら，助成金いうのはね，適用されるかどうかは別にして，そこにうまく
入ればありがたいなという感覚なんですよね。…（中略）…そればっかりこだわってるとね，正
直いってあんまり合わない人を入れては嫌ですし，運よく合致すればよかったなーという。まあ，
助成金なんてそんなもんですよね。」（L社）
この発言は，「企業はJC制度が利用できるから雇用するわけではない」という，前項で述べた内
容の裏付けとしても興味深いのだが，ここであえて引用したのは，JC制度も中小企業が利用しう
るいくつかの「助成金」の１つ，という枠組みで語られているからである。資金繰りに頭を悩ませ
ている多くの中小企業にとって，やはりJCの導入に伴う助成金の給付は大きな魅力となっている。
そして，JCを利用している企業のすべてが，前節以前で見たように，雇用型訓練を活用して従来
の教育訓練制度や評価制度を見直したいといった経営戦略上の明確な意図を持っているわけではな
く，なかには，単なる助成金制度の１つ，という捉え方で利用している企業もあるだろう。そうで
あるなら，より簡潔な手続きで早く助成金が給付される別の枠組みが選好されることは全く不思議
ではない（７）。
以上，調査結果をふまえて（1）提出書類の煩雑さ，（2）利用するタイミングの難しさ，（3）他
の助成金との比較，という３点がJC制度の普及を阻害する要因になっていることを指摘した。だ
が，こうした雇用・採用場面の事実をもってJCはうまくいっていないと判断するのは早計である。
なぜなら，先に製造業での諸事例を詳しく見たように，JC制度は中小企業の組織改善の糸口とし
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(7) 能力開発事業と雇用安定事業の助成金が錯綜する中で，どのようなインセンティブ構造を作り出すかが，制度
設計上重要である。この点に関しては筒井論文の４－３を参照。
て機能しうるものであり，そのことを通して，社会に安定雇用を増やす可能性を持つと考えるから
である。
５　JCの企業横断性？――中小企業の組織改善こそが重要
本稿のまとめとして，あらためてJC制度の狙いについて確認・検討してみよう。JC制度の狙い
は，これまで職業能力形成の機会に恵まれなかった人びとの，安定的な雇用への移行を促進するこ
とである。それに不可欠なのは，企業横断的労働市場の形成であり，その形成には，社会的通用性
の高い，職業能力証明書＝JC（狭義のJC）が重要な役割を果たす。JC取得者が増え，それを持っ
た求職活動が一般化すれば，企業横断的労働市場が創られていく――JC制度はこのように発想し，
JC制度の普及を描いている。
たしかに，企業横断的労働市場の形成を通じて「企業社会」がもたらしている様々な弊害をなく
していくことは，重要な政策課題である。しかし，それ以上に重要なのは，そもそも企業間を「横
断」しなくても済むような，良質な雇用の場をこの社会のなかに増やしていくことだと筆者は考え
ている。働き手の側からすれば，不本意な離職・転職を余儀なくされることなく，定着して働ける
ような企業が増えれば，それに越したことはない。横断する（転職する）だけの価値のある働き場
所が増えないのなら，労働者にとって，企業横断的労働市場の形成はどれほどの意味を持つだろうか。
このように考えるなら，JCの意義とは，狭義のJCが企業横断的な労働市場を形成するツールに
なるということよりも，広義の（OJTを含む企業の教育訓練を支援する）JCが良心的な中小企業の
経営を支える，ということにある。上で確認したように，JCの導入は企業のみならず，訓練生に
とってもメリットの大きい制度である。今までよりも自分の受け持つ仕事の意味や将来のキャリア
プランが見えやすくなる。人事評価の基準がより合理的で納得性のあるものに近づく。悩みを語り
合える「同期」の仲間が得られる。こうしたことがらは，職業生活の持続にとってきわめて重要で
ある。JCがもたらしているこうした影響こそが，もっとも評価されて然るべきである。
JCは「社内教育訓練費用を国に肩代わりさせており，制度の趣旨に反する」という事業仕分け
の批判を逆手にとって言うなら，むしろ制度の趣旨を今一度検討すべきではないか。JCは，良質
な――労働者を単なる「人手」と捉えるのではなく，長い目で育てていこうという気概のある――
中小企業の支えになりうるという点で，評価すべき制度である。人材育成をきちんと行う中小企業
が増えることこそが，時間はかかるにせよ，労働市場で不利な人びとの，安定的な雇用への移行を
促すはずである。
（さくらい・じゅんり　立命館大学産業社会学部教授）
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